
（表４）主要授業科目の担当状況（学士課程）

＜学士課程＞（専門職大学及び専門職学科を除く）

学部 学科 教育区分 必修科目 選択必修科目 全開設授業科目

専任担当科目数（Ａ） 4.0 227.8 231.8

兼任担当科目数（Ｂ） 0.0 60.0 60.0

専任担当率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

100.0% 79.2% 79.4%

専任担当科目数（Ａ） 257.3 245.5 502.8

兼任担当科目数（Ｂ） 121.0 120.0 241.0

専任担当率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

68.0% 67.2% 67.6%

専任担当科目数（Ａ） 43.0 164.8 207.8

兼任担当科目数（Ｂ） 22.5 30.6 53.1

専任担当率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

65.6% 84.3% 79.6%

専任担当科目数（Ａ） 257.3 245.5 502.8

兼任担当科目数（Ｂ） 121.0 120.0 241.0

専任担当率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

68.0% 67.2% 67.6%

専任担当科目数（Ａ）

兼任担当科目数（Ｂ）

専任担当率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

専任担当科目数（Ａ）

兼任担当科目数（Ｂ）

専任担当率　％
（Ａ／（Ａ＋Ｂ）*100）

サステイナビリティ
観光学部

サステイナビリティ
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専門教育
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[大学注]

本表は2021年度の授業担当実績（2021年度出講簿）を基に作成した。

1

①英語科目の必修科目（共通教育科目－言語教育科目の必修科目）

②日本語科目の必修科目（共通教育科目－言語教育科目の必修科目）

③「スタディスキル・アカデミックライティング」（共通教育科目の1回生全員履修科目）

④「多文化協働ワークショップ」（共通教育科目の1回生全員履修科目）

⑤「APS入門」（アジア太平洋学部専門教育科目の登録必須科目）

⑥「経済学入門」（国際経営学部専門教育科目の必修科目）

⑦「統計学」（国際経営学部専門教育科目の必修科目）

⑧「経営学入門」（国際経営学部専門教育科目の必修科目）

⑨「会計学Ⅰ」（国際経営学部専門教育科目の必修科目）

⑩「マーケティング入門」（国際経営学部専門教育科目の必修科目）

⑪「金融論」（国際経営学部専門教育科目の必修科目）

⑫「人材と組織行動のマネジメント」（国際経営学部専門教育科目の必修科目）

⑬「生産管理論」（国際経営学部専門教育科目の必修科目）

⑭「ビジネス法務戦略」（国際経営学部専門教育科目の必修科目）

⑮「ビジネスエシックス」（国際経営学部専門教育科目の必修科目）

⑯「グローバルマネジメント（Capstone）」（国際経営学部専門教育科目の必修科目）

⑰「基礎数学」（国際経営学部専門教育科目。2科目のうち、少なくとも1科目を修得する）

⑱「上級数学」（国際経営学部専門教育科目。2科目のうち、少なくとも1科目を修得する）
2 上記１に記載の科目以外の科目は選択必修科目と位置づけて表示している。  
3 以上により、「必修科目」と「選択必修科目」の合計が「全開設授業科目」となっている。

同一科目を複数クラス開講している場合の計算方法は下記の通りです。
① 教 合 専 教 担 合 専 担 兼 教 担 合 兼 担

学部については「それを修得しなければ卒業できない科目」（必修・選択・自由の別を必修とする科目）および「卒業要件には含まれないが必ず履
修しなければならない科目」（全員履修科目、登録必須科目）の2種類を併せて「必修科目」と位置づけて表示している。

大学の設定する区分に応じて、「教育区分」の名称を記入してください。なお、専門職大学及び専門職学科については、専門職大学設置基準第13条
又は大学設置基準第42条の９に定める科目を置くことになっているため、これを踏まえながら作表してください。

セメスター制、クォーター制等を採用している場合であっても、通年単位で作成してください。

１クラスのみ開講される科目を複数の教員が担当する場合は、専任教員と兼任教員の人数比をもとに記載してください。
例①：専任4人、兼任1人で担当の場合は、専任担当科目数0.8、兼任担当科目数0.2
例②：兼任のみ５人で担当の場合は、兼任担当科目数1.0。

この表は、大学設置基準第10条第１項及び専門職大学設置基準第32条第１項にいう「教育上主要と認める授業科目（主要授業科目）」についての専
任教員の担当状況を示すものです。

原則として学科単位で記入してください。

履修者の有無にかかわらず、カリキュラム上設定された科目はすべて対象となります。

ここでいう「専任担当科目数」 には、他学部、研究科（又はその他の組織）の専任教員による兼担科目も含めてください。　

課程を前期・後期で分けている専門職大学にあっては、学科ごとにさらに前期と後期で分けて作表してください。
「全開設授業科目」欄には、「必修科目｣｢選択必修科目」のほか、「選択科目｣｢自由科目」など、すべての授業科目数の合計を記入してください。
「必修科目」と「選択必修科目」の合計ではありません。
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